
 

国住参建第 996 号 

令和７年５月 30 日 

各都道府県 

建築行政主務部長 殿 
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                                 （公印省略） 

 

「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」の改正について 

 

平素より建築物のバリアフリー化の推進に格別なる御尽力をいただき、厚く御礼申

し上げます。 

国土交通省では、すべての建築物が利用者にとって使いやすいものとして整備さ

れることを目的に、設計者をはじめ、建築主、審査者、施設管理者、利用者に対し

て、適切な設計情報を提供するバリアフリー設計のガイドラインとして「高齢者、

障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」（以下「建築設計標準」という。）

を策定しています。 

便所、劇場等の客席及び駐車場のバリアフリー化を促進するため、高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号）第 14条第１項

に規定する基準（以下「義務基準」という。）及び同法第 17 条第３項第１号に規定

する基準（以下「誘導基準」という。）が改正され本年６月 1日から施行されること

を踏まえ、学識経験者、高齢者・障害者団体、事業者団体等から構成される「高齢

者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準に関するフォローアップ会議」

及びその下に設置した「サイトラインの確保等に係る検討ＷＧ」において改正内容

を検討し、下記のとおり建築設計標準を改正しました。 

貴職におかれましては、建築設計標準を参考としつつ、地域の実情や個別の建築物・

敷地の形態等の諸条件を踏まえ、適切に建築物のバリアフリー化を推進いただくともに、

貴都道府県の公共建築設計等の発注部局や公共施設等の施設管理者に対しても周知いた

だき、建築設計標準を有効にご活用いただきますようお願いいたします。また、管内の

所管行政庁その他市町村及び貴職指定の指定確認検査機関に対しても、この旨を周知い

ただきますようお願いいたします。 

なお、国土交通大臣指定又は地方整備局長指定の指定確認検査機関及び各建築設計関

係団体等に対しても、この旨通知していることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 義務基準・誘導基準の見直しを踏まえた内容の変更等 

１ 便所・洗面所について 

車椅子使用者用便房の設置数に係る義務基準及び誘導基準の見直しを踏まえた記

述に変更しました。また、「車椅子使用者用便房」「オストメイト用設備を有する便

房」「乳幼児用設備を有する便房」「男女共用の広めの便房」に便房の種類を明確化

した上で、一つの便所における機能分散・施設全体における機能分散の考え方を明



 

記しました。 

 

２ 劇場・競技場等の客席について 

車椅子使用者用客席の設置数に係る義務基準の創設及び誘導基準の見直しを踏ま

えた記述に変更しました。また、車椅子使用者用客席のサイトライン（可視線）の確

保に係るチェック・検証方法に関して詳細に記載するとともに、同伴者席について

は固定席ではなくスペースとして設けることを明記しました。 

 

３ 駐車場について 

車椅子使用者用駐車施設の設置数に係る義務基準及び誘導基準の見直しを踏まえ

た記載に変更しました。また、車椅子使用者用駐車施設の後部に奥行き 300cm 程度

の乗降スペースを確保する事が望ましい旨等、車椅子使用者の乗降のためのスロー

プ・リフトの出る車両の利用を考慮した記述の充実を図りました。 

 

第２ 構成・内容の抜本的な見直し 

１ 「標準的な整備内容」の明記 

改正前の建築設計標準において、「～することが望ましい。」と記述していた「望

ましい整備内容」について、今回の改正において原則、「標準的な整備内容」として

整理し、「～する。」との記述に強化しました。 

 

２ 設計事例や改修・改善事例のポイントの別冊化 

建築設計標準の改正タイミングだけでなく、好事例の情報を随時発信しやすくす

るため、設計事例集や改修・改善事例集を別冊化するとともに、国土交通省ＨＰに

随時アップロードすることとしました。 

 

３ 建築プロジェクトの当事者参画ガイドラインの策定 

障害の有無にかかわらず、全ての利用者にとって使いやすい建築物を整備するた

めには、義務基準・誘導基準や建築設計標準による整備を進めることにとどまらず、

建築プロジェクトの構想、設計、施工、維持管理・運営の各段階において当事者が参

画して、施設固有の事情や立地に対するユーザビリティを確認しながら、検討・整

備を進めることが有効です。 

今回の改正において、建築プロジェクトにおける当事者参画を促進するため「建

築プロジェクトの当事者参画ガイドライン」を建築設計標準の別冊として新たに策

定しました。 

 

４ 建築設計標準の構成のシンプル化・電子化対応の準備 

建築設計標準を使用する上で必要な情報に容易にたどり着けるよう、義務基準・

誘導基準に相当する整備内容と標準的な整備内容が一目でわかる構成に変更しまし

た。また、PDF しおりを追加し、将来的な建築設計標準の電子化への準備を行いま

した。 

 

○ 建築設計標準の掲載先（国土交通省ホームページ） 



 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_fr_000049.html 

 

 

 

 


